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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成18年３月28日に提出した第25期（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

４ 関係会社の状況  

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

４ 関係会社の状況 

  

  （訂正前） 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

４ 関係会社の状況  

――――― 

  （訂正後） 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

４ 関係会社の状況  

当社のその他の関係会社１社については、損益等から重要性が乏しいため、関係会社の状況については記載を

省略しております。  
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